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会議の進め方



24.09.10 大阪市総合教育会議で提言

＜要点＞

■変わる教育の前提条件

・少子化
2023年の出生数は約72万人
・多様化
R３の長期欠席者は41万人（うち不登校が24万5000人）（前年
度 から5万人増）
日本語指導が必要な児童生徒5万8千人。教育格差
・テクノロジーの進化、普及
スマホの保有率は、小学高学年6割、中学生8割、所有開始年齢
10.6歳
その他、社会人の働き方、疫病や災害の激甚化

激変している前提条件を認識し、「これからのテクノロジーの可
能性を見据えた教育のあるべき姿」を、大阪市という地域性を考
慮し、中長期的な視点で検討すべきでは。

■課題（認識）と解像度をあげた取り組みの必要性

■イノベーターの必要性

教育の専門家のみならず、外部の民間企業や技術者などを交え
た、これまでの教育を前提としない自由な議論が必要





次期ICTビジョン策定
（2026年R8〜2029年
R11）に向け提言

などなど

課題を踏まえた提言

端末利用率 基礎学力

不登校 外国ルーツ

バックキャスティング
（あるべき姿からの逆算）

現 状

あるべき姿

あるべき姿

現状からの積み上げ



＜会議の基本ポリシー＞

・学習者中心

・個別最適（化）

・主体的な学び

学習者を支える教育制度（学校、教員、自治体）

データやテクノロジーの活用、発達段階による活用

STEAM、探究的な学び、求められる力

次期ICTビジョン策定会議への提言
2026年（R8）〜2029年（R11）

問： 2040年の日本、大阪市はどうなってい
るのか？
その中で教育はどうあるべきなのか？

環境・仕組み

教育内容

各専門分野の視点から、2040年の環境変化を見通し、
これまでの教育を前提としない自由な提言を頂きたい

基本ポリシーとアウトプットイメージ

＜重視するキーワード＞

＜アウトプット＞
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「環境・仕組み」「教育内容」の２つの構造
にアウトプットして行きたい
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